
堺市上下水道局建設工事に係るグループ企業入札参加制限疑義申立て手続に関する取扱要領 
 

（趣旨） 
第１条 この要領は、上下水道局（以下「局」という。）が競争入札により発注する建設工事

（以下「工事」という。）において実施している一定の資本関係又は人的関係のある複数の

者（組合（共同企業体を含む。）にあってはその構成員も含む。以下「グループ企業」とい

う。）に係る入札参加制限について、入札の適正性を確保し、当該入札参加制限についての

疑義に関する情報への的確な対応を行うため、その取扱いについて必要な事項を定める。 
（準用規定） 

第２条 堺市建設工事に係るグループ企業入札参加制限疑義申立て手続に関する取扱要領

（以下「市要領」という。）の規定は、工事において実施しているグループ企業に係る入札

参加制限の取扱いについて準用する。この場合において、市要領の規定中「市長」とある

のは「上下水道事業管理者」と、市要領第１条及び様式第２号中「本市」とあるのは「局」

と、市要領第３条中「契約課」とあるのは「理財・会計課」と、市要領様式第１号から様式

第４号までの規定中「堺市長」とあるのは「堺市上下水道事業管理者」と、市要領様式第

１号及び様式第２号の規定中「堺市建設工事に係るグループ企業入札参加制限疑義申立て

手続に関する取扱要領」とあるのは「堺市上下水道局建設工事に係るグループ企業入札参

加制限疑義申立て手続に関する取扱要領第２条により準用する堺市建設工事に係るグルー

プ企業入札参加制限疑義申立て手続に関する取扱要領」と読み替えるものとする。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この要領は、令和４年２月１日から施行する。 
（適用区分） 

２ この要領による規定は、要領の制定以後において公告する契約について適用するものと

する。 
附 則 

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。 
 



様式第１号（第３条関係）

　

印

　　別添のとおり

（２）人的関係 （３）その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合

□
ア　一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねてい
る □ ア　組合（共同企業体を含む。）とその構成員の関係にある

□
イ　一方の会社等の役員が、他方の会社等の管財人を現に兼ねて
いる

□ イ　(１)又は(２)と同視しうる関係にある
□

ウ　一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ね
ている

詳細（☑をした該当理由について、詳細を記載すること。）
資本関係においては、保有議決権数の割合や議決権保有者が個人である場合の役職や続柄など、親会社等が子会社等の財務及び事業の方針を
支配していることがわかる内容を具体的かつ詳細に記載すること。

５　４の事実を証明する書類等

その他申立ての内容に
関係する会社等の名称

（１）資本関係

□ ア　子会社等と親会社等の関係にある

□ イ　親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある

親会社等の名称
（個人の場合は氏名を記載）

子会社等の名称

商号又は名称③

商号又は名称④

４　グループ企業に該当する理由 ※該当する関係に☑し、必要に応じて、詳細欄へ内容の説明を記入してください。

商号又は名称②

１　疑義申立ての対象案件

調 達 案 件 番 号

案 件 名 称

２　疑義申立ての対象となる落札候補者

商号又は名称

３　落札候補者とグループ企業の疑いがある入札参加者

商号又は名称①

記

所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名

　先に入札が執行されました下記案件について、堺市上下水道局建設工事に係るグループ企業入札参加制限疑
義申立て手続に関する取扱要領第２条により準用する堺市建設工事に係るグループ企業入札参加制限疑義申立
て手続に関する取扱要領（以下「要領」という。）第３条の規定に基づき、下記の落札候補者に対しての疑義
申立てを行います。
　なお、要領第５条の規定に該当する場合は、調査の対象外となることに異議ありません。

グループ企業に係る入札参加制限の疑義申立書

年　　月　　日

業 者 番 号

堺市上下水道事業管理者　殿



様式第２号（第４条関係）

グループ企業に係る入札参加制限の疑義申立てに対する疎明書類提出指示書

年　　月　　日
　　　　　　　　　様

堺市上下水道事業管理者

商号又は名称①

　先に入札が執行されました案件について、下記のとおり堺市上下水道局建設工事に係るグループ企業入札参加制限
疑義申立て手続に関する取扱要領第２条により準用する堺市建設工事に係るグループ企業入札参加制限疑義申立て手
続に関する取扱要領（以下「要領」という。）第３条の規定に基づく疑義申立てがあったため、要領第４条の規定に
基づき疎明書類の提出を行ってください。
　期日までに疎明書類の提出が無い場合は、調査の実施の有無にかかわらず、グループ企業による同一案件への入札
参加が行われたものとみなし、当該工事における入札を無効とします。

記
１　疎明書類の提出期限

　　　　　年　　月　　日（　）

２　疑義申立ての内容
ア　疑義申立ての対象案件

調 達 案 件 番 号

案 件 名 称

イ　グループ企業の疑いがある入札参加者

商号又は名称②

商号又は名称③

商号又は名称④

ウ　グループ企業に該当する理由

（１）資本関係

□ ア　子会社等と親会社等の関係にある

□ イ　親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある

親会社等の名称
（個人の場合は氏名を記載）

子会社等の名称

詳細

その他申立ての内容に
関係する会社等の名称

（２）人的関係 （３）その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合

□
ア　一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねてい
る □ ア　組合（共同企業体を含む。）とその構成員の関係にある

□
イ　一方の会社等の役員が、他方の会社等の管財人を現に兼ねて
いる

□ イ　(１)又は(２)と同視しうる関係にある
□

ウ　一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ね
ている

履歴事項全部証明書※
（写し可。３か月以内に発行された最新のもの）

「イ　グループ企業の疑いがある入札参加者」に記載された全ての者の
履歴事項全部証明書※（写し可。３か月以内に発行された最新のもの）

疑義申立ての内容に応じ、疎明に必要な書類を提出すること。

３　疎明書類について
グループ企業に該当する理由欄の内容に応じて、原則として以下の書類を提出すること。ただし、上下水道局が調査に必要と
判断し、追加書類の提出を求めた場合は、速やかにこれに応じること。

（１）資本関係 （２）人的関係
（３）その他の入札の適正さが
阻害されると認められる場合

グループ企業に係る入札参加制限の疑義申立てに対する疎明について（様式第３号）



印

２　グループ企業に該当しない理由 ※グループ企業に該当しない場合のみ記入すること。

３　同一案件への入札経緯

　　　　年　　月　　日付けのグループ企業に係る入札参加制限の疑義申立てに対する疎明書類提出指示書の内容
について、以下のとおり疎明します。

１　疑義申立てに対する回答要旨

□
申立ての内容は事実とは異なり、グループ企業に該当しません。
なお、「２　グループ企業に該当しない理由」の記載内容及び別添疎明書類が事実と相違ないことを誓
約し、事実と相違するときはいかなる措置を受けたとしても異議を申し立てません。

□
申立ての内容は事実であり、グループ企業であると認め、当該案件の入札無効について異議を申し立て
ません。なお、同一案件に入札を行った経緯は「３　同一案件への入札経緯」に記載のとおりです。

※いずれかに☑してください。

詳細
資本関係に該当するとして「グループ企業に係る入札参加制限の疑義申立てに対する疎明書類提出指示書」に記載のあった場合は、親会社
等が子会社等の財務及び事業の方針を支配しているとされた理由について、事実でないことがわかる内容を、具体的かつ詳細に記載するこ
と。

※グループ企業による同一案件への入札があったことを認める場合のみ記入すること。

詳細

所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名

様式第３号（第４条関係）

グループ企業に係る入札参加制限の疑義申立てに対する疎明について

年　　月　　日

業 者 番 号

堺市上下水道事業管理者　殿



様式第４号（第６条関係）

印

商号又は名称①

商号又は名称②

商号又は名称③

商号又は名称④

エ　グループ企業に該当する理由

２　疑義申立てに対する確認結果

ウ　落札候補者とグループ企業の疑いがある入札参加者

　　　　　年　　月　　日付けで提出のあったグループ企業に係る入札参加制限の疑義申立書につい
て、下記のとおり、確認結果をお知らせします。

記
１　疑義申立ての内容
ア　疑義申立ての対象案件

調 達 案 件 番 号

案 件 名 称

イ　疑義申立ての対象となる落札候補者

商 号 又 は 名 称

グループ企業に係る入札参加制限の疑義申立て確認結果

年　　月　　日
　　　　　　　　　様

堺市上下水道事業管理者


